
 

 

ご  あ  い  さ  つ  

 

我 が 国 で は 、自 殺 者 が １ ９ ９ ８ 年（ 平 成 １ ０ 年 ）に 急 増 し ３ 万 人 を 超 え

て 以 来 、毎 年 そ の 数 を 下 回 る こ と が な い と い う 深 刻 な 状 況 が 続 い た こ と か

ら 、２ ０ ０ ６ 年（ 平 成 １ ８ 年 ）に「 誰 も 自 殺 に 追 い 込 ま れ る こ と の な い 社

会 」の 実 現 を 目 指 し て 、自 殺 対 策 基 本 法 が 法 制 化 さ れ 、様 々 な 施 策 が 推 進

さ れ て き ま し た 。  

そ し て 、２ ０ １ ６ 年（ 平 成 ２ ８ 年 ）に は 、自 殺 対 策 の 一 層 の 推 進 を 図 る

た め 同 法 が 改 正 さ れ 、自 殺 対 策 が 生 き る こ と の 包 括 的 な 支 援 と し て 実 施 さ

れ る べ き こ と 等 を 基 本 理 念 に 明 記 す る と と も に 、地 域 の 状 況 に 応 じ た 都 道

府 県 自 殺 対 策 計 画 及 び 市 町 村 自 殺 対 策 計 画 の 策 定 が 義 務 付 け ら れ ま し た 。 

自 ら の 命 を 絶 と う と す る 背 景 に は 、健 康 問 題 、家 族 問 題 、経 済 問 題 、就

労 や 働 き 方 の 問 題 な ど 、多 様 で 複 合 的 な 要 因 が 連 鎖 す る 中 で 起 き て お り ま

す 。  

荒 川 区 で は こ れ ま で も 、他 の 自 治 体 に 先 駆 け 、医 療 機 関 や Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 等

の 専 門 機 関 と 連 携 し た 生 き づ ら さ を 抱 え て い る 方 へ の 支 援 を は じ め 、身 近

な 人 の 自 殺 の 危 険 を 示 す サ イ ン に 気 づ き 、適 切 な 対 応 を 図 る こ と の で き る

職 員 の 育 成 な ど 、 積 極 的 に 自 殺 対 策 事 業 を 推 進 し て き ま し た 。  

こ の た び 、区 で は こ れ ま で の 取 組 を 発 展 さ せ 、さ ら に 全 庁 的 、体 系 的 に

事 業 を 展 開 し て い く た め 、「 荒 川 区 自 殺 対 策 計 画 ～ 誰 も が 生 き る 喜 び を 実

感 で き る ま ち  あ ら か わ ～ 」 を 策 定 し ま し た 。  

今 後 と も「 か け が え の な い 命 」を 守 る た め 、本 計 画 で 掲 げ た 施 策 に 全 力

で 取 り 組 み 、誰 も が 心 豊 か な 生 活 を 営 む こ と の で き る 地 域 社 会 の 実 現 を 目

指 し て ま い り ま す 。  

                                                                                          

 

2019 年 （ 令 和 元 年 ） 11 月  

  荒 川 区 長   ′ Ẑʝ  
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第 章    ὑǵ  

 

 

 ─  

我が国の自殺者数は、1998 年（平成 10 年）に３万人を超え、2010 年（平成

22 年）以降９年連続して減少しているものの、いまだ年間 2 万人を超えており、自

殺死亡率は、主要先進７か国で最も高い状況となっています。また、15 ～39 歳の若

い世代の死因の第 1 位となっており、若年層の自殺が深刻な状況となっています。 

こうした状況の中、本区においても、自殺予防に全庁的に取り組むため、定期的に

連絡会を開催し、自殺予防の取組や連携の在り方、情報交換、普及啓発について検討

しながら、全庁的なゲートキーパー研修の実施や医療機関や関係機関と連携した自殺

未遂者への支援、カードやパネル、ポスターの作成等、自殺予防のための普及啓発活

動、若年世代の自殺予防事業の実施などの自殺予防の取組を進めてきました。 

国では、2016 年（平成 28 年）3 月に「自殺対策基本法」を一部改正し、自殺対

策を「生きることの包括的な支援」と定義し、都道府県・市区町村に対して地域の実

情に即した、自殺対策の施策に関する計画策定を求めています。また、2017 年（平

成 29 年）7 月に閣議決定した「自殺総合対策大綱」では、新たに 2026 年（平成

38 年）までに自殺死亡率を 2015 年（平成 27 年）と比べて 30% 以上減少させ、

自殺死亡率（人口 10 万人あたりの自殺による死亡者数。以下同じ。）を 13.0 以下と

することを数値目標として掲げています。 

このような動きの中、今後の自殺対策は、社会における「生きることの阻害要因（自

殺のリスク要因）」を減らし、「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」を増

やすことを通じて、社会全体の自殺リスクを低下させる方向で推進していくことが求

められています。 

本区における現状の把握と分析をさらに進め、誰もが生きる喜びを実感できる地域

社会の実現を目指し、生きることを支えるための取組を包括的に推進していくため、

「荒川区自殺対策計画」を策定します。 
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 ─  

人の「命」は何ものにも代えがたいものです。かけがえのない区民の命を守り、健康

で生きがいを持って暮らすことができるまちづくりを進めていかなければなりません。 

本計画では、『誰もが生きる喜びを実感できるまち あらかわ』を基本理念に掲げ、

生きることを支えるための取組を包括的に推進していきます。 

 

   

ᵗ ὕ  

 
 

 

 

 ≠↑⁸ ⁸ ─  

 

─ ≠↑ 

本計画は 2016 年（平成 28 年）に改正された「自殺対策基本法」に基づき、国の

定める「自殺総合対策大綱」等の趣旨を踏まえて、同法第 13 条第 2 項に定める「市

区町村自殺対策計画」として策定するものです。 

「東京都自殺総合対策計画」や本区の上位計画である「荒川区基本構想」「荒川区基

本計画」、関係する「荒川区高齢者プラン」「荒川区障がい者総合プラン」「荒川区健康

増進計画」「荒川区子ども・子育て支援計画」等との整合性・連携を図りながら進めて

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ה  

 
  

自殺対策基本法 

（2016 （平成 28 ）

年改正） 

自殺総合対策大綱 

 

′
Ӣ

ᾍ

 

・荒川区高齢者プラン 

・荒川区障がい者総合プラン 

・荒川区健康増進計画 

・荒川区子ども・子育て支援計画 

・その他関連計画 
 

 
 

 
 
 
  

東京都自殺総合対策

計画 
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本計画の計画期間は、2019 年度（令和元年度）を初年度とし、202 ６年度（令和

８年度）までの８年間とします。 

また、社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見直を行うこととします。 

 

─  

2017 年（平成 29 年）7 月に閣議決定した自殺総合対策大綱では、2026 年（平

成 38 年）までに、自殺死亡率を 2015 年（平成 27 年）と比べて 10 年間で 30 ％

以上減少させることを、国が進める自殺対策の目標としており、都も 2018 年（平

成 29 年）6 月に策定した「東京都自殺総合対策計画」において、これに準じて目

標を定めております。 

こうした国や都の方針を踏まえ、本計画の数値目標として、本区の 2013 年（平

成 25 年）から 20 17 年（平成 29 年）までの 5 年間の自殺死亡率の平均 18.2 を

基準とし、2026 年（令和８年）までに、本区の自殺死亡率を基準から約 30 ％減

少させた 12.7 まで減少させることを目標とします。 

 

                             10 №√╡─  

 

2013 25  

2017 29 ─  
2026 8 ╕≢ 

  

 18.2 12.7 
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 ─ ─  

─  

国・都はともに自殺死亡率の減少が続いている中で、本区の自殺死亡率も 2010 年

（平成 22 年）以降増減を繰り返しながらも減少傾向となっていましたが、2017 年

（平成 29 年）では自殺死亡率が 21.1 と、全国に比べ高くなっています。ただ区の

動向は母数が少ないことから、経年変化を注意深く見ていく必要があります。 
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─ ─  

自殺者数の推移をみると、増減を繰り返しながら推移しており、2017 年（平成

29 年）には 45 人となっています。男女別でみると、女性に比べ男性の割合の方が

高くなっています。 

 

─ 2010 22 2017 29  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

ⱪ꜡ⱨ□▬ꜟₒ2018x  

─  

年代別に自殺者数の推移をみると、2010 年（平成 22 年）には 30 歳代の占める

割合が高かったのですが、それ以降は減少傾向にあり、近年は 50 歳代、60 歳代の

占める割合が高くなっています。また、2010 年～2017 年（平成 22 年～29 年）

の合計で見ると、10 ～30 歳代の占める割合は 27.6 ％であり、若年者の自殺が多い

ことが分かります。 
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 ─ ─  

─  

性別・年代別の自殺死亡率をみると、男性では 60 歳代、70 歳代で東京都・全国

に比べ高くなっています。女性では 40 歳代、60 歳代で東京都・全国に比べ高くな

っています。 

ה ─ 2013 25 2017 29 ─  

ₒ ₓ                ₒ ₓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

─  

自殺未遂歴の有無をみると、「あり」の割合が 14.7 ％と東京都・全国に比べ低くな

っています。 
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同居人別自殺者数をみると、増減を繰り返しており、2017 年（平成 29 年）では

「あり」が 32 人、「なし」が 13 人となっています。 

 

─  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
⁸ ⌐⅔↑╢ ─ ₒ ה ₓ 

 

 

─ ─  

自殺者数全体に対する職業別自殺者の割合をみると、男性の若年層（40 歳未満）・

中高年層（40 歳～59 歳）と女性の中高年層（40 歳～59 歳）では「被雇用者・勤

め人」の割合が高くなっています。男性の全年齢層では「被雇用者・勤め人」の割合

が高く、女性の全年齢層では「主婦」の割合が高くなっています。また、男女ともに

高齢者層（60 歳～80 歳以上）では「年金等」の割合が高くなっています。 
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有職者の自殺の内訳については、自営業・家族従業者が 15 人（20.8 ％）、被雇用

者・勤め人が 57 人（79.2 ％）となっています。 

 

─ ─ ה ה ─ ─ ╩ ↄ 2013 25 2017 29 ─  
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─ ה  

本区で発生した自殺の原因・動機は、「健康問題」が最も多くなっています。 

 

─ ה ─ ₒ ₓ 2013 25 2017 29 ─  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
⁸ ⌐⅔↑╢ ─ ₒ ה ₓ 

 

─  

201 3 年～201 7 年までの間の手段別の自殺者数は、首つりが最も多く、1 07 人

（5 6.0 ％）となっています。次いで、飛降り等が 44 人（23.0 ％）となっています。 
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⌐⅔↑╢ ─  

本区では 2010 年度（平成 22 年度）に自殺未遂者支援事業を日本医科大学附属病

院と連携して開始し、2012 年（平成 24 年度）からは東京女子医科大学東医療セン

ターとも連携して実施しています。自殺未遂者支援の対象者は 201 ７年（令和元年６

月）現在、149 人となっています。 

区が支援した対象者については男性に比べ女性の方が多くなっており、特に 20 ～

30 歳代では女性が 7 割以上を占めています。一方で、40 ～50 歳代では男性の方が

多くなっています。 

家族構成は、家族等と同居している人の方が多く、6 割となっています。 

また、半数の人が過去の自殺未遂歴が「あり」となっています。 
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自殺未遂者の把握経路をみると、区と連携して自殺未遂者支援を行っている日本医

科大学附属病院が最も多く、47 件となっています。次に女子医科大学東医療センタ

ーが 34 件、生活福祉課が 18 件となっています。 
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精神科診断名をみると、うつ病が最も多く、58 件となっています、次に統合失調

症が 38 件、不安障害が 17 件となっています。延べ件数は 189 件となっています。 
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 ⅛╠ ↕╣√ ─ ─  

自殺総合対策推進センターの分析から、平成 25 ～29 年（2013 ～2017 年）の

５年間において自殺者数 191 人中、自殺者数の多い上位 5 区分が地域の主な自殺

の特徴として抽出されました。 

男性 60 歳以上無職同居、女性 60 歳以上無職同居がともに 18 人（9.4% ）と最

も多くなっています。次いで、男性 60 歳以上有職同居、男性 40 ～59 歳有職同居が

ともに 13 人（6.8% ）の順となっています。 

 

ה ─ ─  2013 25 2017 29  
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1 : 60  18 9.4% 37.6 
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第 章    ′ӢǲǑǘȒǚȓȅǮǵ֝  

 

  

2010 年（平成 22 年）度から自殺のサインに「気づく」「つなげる」「支える」を

キャッチフレーズに、身近な人の自殺のサインに気づき、適切な対応を図ることがで

きる「いのちの門番」を育てるための専門講師によるゲートキーパー研修を行ってき

ました。この研修には区関係の職員・地域の団体などを対象に行ってきましたが、

2017 年（平成 29 年）度からは対象を拡大し、一般区民の方にも参加いただいてお

ります。 

さらに、ゲートキーパー研修を受講した方には、ゲートキーパー・フォローアップ

研修として、遺族が抱える法的問題や、ロールプレイを取り入れた研修を実施し、ゲ

ートキーパーのさらなるスキルアップを図っています。 

 

כⱤכ◐♩כ◕          

2010  

( 22 )  
2011  

( 23 )  

2012  

( 24 )  

2013  

( 25 )  

2014  

( 26 )  

2015  

( 27 )  

2016  

( 28 )  

2017  

( 29 )  

2018  

( 30 )  
 

156  583  577  630  304  494  399  512  418  4,073  

 

 ┼─ ה  

かけがえのない区民の命を守るためには、区と関係機関が連携して自殺対策に取り

組むだけでは適切な支援に繋げることは不十分と言えます。 

自殺対策を進めるためには、自殺や精神疾患に関する正しい知識を地域全体で共有

し、自分自身や身近な人の心の不調に気がついた時、誰かに援助を求めることが大切

であることを共通認識としていくことが重要です。 

そのため、本区においては、9 月と 3 月の自殺対策強化月間を中心に、区役所本庁

舎１階区民ギャラリー、ゆいの森あらかわ、区内図書館、首都大学東京荒川キャンパ

ス等に特別展示コーナーを設置し、自殺や精神疾患に関する知識を普及啓発するため

のパネルやポスターを掲示することに加え、リーフレットや「こころと命のカード」

などの配布を行い、悩みを抱えた時に相談できる場所があることを一人でも多くの方

に伝えられるよう努めています。また、区報やホームページに掲載するほか、自殺対

策講演会を実施しています。  
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 Ⱡ♇♩꞉כ◒─  

自殺対策関連の事業として、庁内の横断的な「自殺対策ネットワーク」づくりを目

指して、2010 年（平成 22 年）から自殺予防実務担当者連絡会を開催し、普及啓発

事業・人材育成・情報交換などを実施しています。 

また、医療・保健・福祉・介護・司法・民間団体等の「顔の見えるネットワーク」

を目指して、1993 年（平成 5 年）からは精神保健福祉連絡協議会、1996 年（平

成 8 年）からは精神保健福祉ネットワーク会議を定期的に開催し、自殺対策関連もテ

ーマとして取組み、関係機関のネットワークの構築を推進しています。 

 

 ─  

     妊婦全数面接や新生児全戸訪問、乳幼児健診等を通して、支援が必要な方を把握し、周

産期うつ等の早期発見・早期対応により、妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を行

っています。 

医療機関をはじめとして、育児不安や周産期うつ、精神疾患を抱える妊産婦に対しては、

関係機関が連携して相談・支援にあたっています。 

 

 ↓↓╤─ ≠ↄ╡ 

     精神的な不安や悩み、思春期のこころの不調やひきこもり等について、専門の精神科医

が予防・治療・社会復帰等についてこころの相談にあたっています。また、アルコール・

薬物・ギャンブル・摂食障害等の依存症で悩んでいる本人、家族及び関係者に対して、専

門医や回復者が依存症相談に応じています。 

 

  

自殺未遂者はその後再び自殺企図を繰り返し、さらには自殺既遂となるリスクが高

いと言われています。区では高度救命救急医療機関と連携した支援を行うために、

2010 年（平成 22 年）から日本医科大学附属病院と、加えて 2012 年（平成 24

年）からは東京女子医科大学東医療センターと連携した支援を開始いたしました。自

殺未遂者支援の実績はＰ1 ０～1 ２にまとめてあります。 

自殺未遂者支援を行う中で、健康問題への支援に加えて、家族問題、経済問題、就

労問題の視点からの多角的なアプローチの必要性があることが分かってきました。そ

こで、地域のネットワークづくりを円滑に推進するために、医療・保健・福祉・司法・

就労・ＮＰＯ法人など、多機関が参加する自殺未遂者支援連絡会を開催しています。 
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 ─  

自殺者数は減少傾向にありますが、10 代～30 代の若年世代の自殺者は横ばい状態

が続いています。若年世代の自殺者数を減らすためには、自殺の背景要因となる自殺

念慮・自傷行為・性被害・こころの不調など生きづらさを抱える若者を支援すること

が効果あると考え、2014 年（平成 26 年）から「若年世代の自殺予防相談事業」を

ＮＰＯ法人ＢＯＮＤプロジェクトに委託して実施しています。 

若者は行政の相談に繋がりにくい傾向があるため、メールを活用した相談方法と夜

間や休日に相談できる取り組みとして開始し、電話相談は年間 1,378 件、面談は 285

件（201 ８年（平成 30 年）日暮里相談室実績）ありました。また、メール相談は当

ＮＰＯ法人本部全体で 13,535 件でした。 

 

BONDⱪ꜡☺▼◒♩ ─             30 2018  

  
BOND  bond@№╠⅛╦ №╠⅛╦ 

ⱷכꜟ LINE        

 1197 1194 5 74 117 31 3 62 39 

 1358 1365 12 64 127 27 7 49 45 

 1059 1144 20 43 110 24 8 35 45 

 1046 1130 26 46 137 22 6 38 50 

 1396 1207 8 42 130 27 0 33 38 

 1249 1007 10 72 121 21 5 60 46 

 1427 895 12 98 117 22 9 55 104 

 985 874 11 114 107 20 6 52 113 

 917 964 7 87 94 22 6 36 88 

 924 989 7 152 103 29 8 71 114 

 892 1075 9 131 101 21 14 71 121 

 1085 1498 9 129 114 19 5 68 89 

 13535 13342 136 1052 1378 285 77 630 892 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⱪ꜡☺▼◒♩│ ╟╡⁸ ─ ⅝≠╠↕╩ ⅎ√ ─

⌐ ╩ ⌐ⱷהꜟכ ה ╩ ™⁸ ╩ ∫≡™╢⁹╕√⁸ ≢ ↑╢⌂≥

─Ɽ♩꜡כꜟ╩ ∫≡™╢⁹ ≢│ ⅛╠ ─ ╩ ⇔≡™╢⁹ 

mailto:bond@あらかわ
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連絡相談のあった事例に対しては全国自死遺族総合支援センター・東京自殺防止セ

ンターなどのＮＰＯ法人が実施している相談に繋げています。 
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荒川区の自殺対策事業 
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第 章    ′ӢǓ˹♥ ǲ֝ȑ ȇȀǔ 

ᾍ ǯ ǵ᾽  

 ⌐⅔™≡ ⌐ ╡ ╗═⅝  

本区の自殺における特徴や傾向から、「生活困窮者」「高齢者」「勤務・経営」への支

援が大きな課題となります。 

また、子どもから大人への移行期には生活環境の大きな変化がある中、自殺の背景

にあるとされる様々な問題は人生の中で誰もが直面し得る危機であり、子どもに対す

る自殺対策は、その子の現在における自殺予防につながるだけでなく、将来の精神的

な安心をもたらすためにも重要となります。さらに、精神疾患や産後うつ、育児に不

安を抱える妊産婦も増えており、妊産婦の相談・支援の重要性が増しています。 

ライフステージやライフスタイルにより、自殺に至る原因や背景は様々ですが、そ

れぞれの問題に応じた多様的な視点で「生きることの促進要因」（生きることの喜びを

感じられる要因）を増やし、自殺のリスクを低下させる取組を行っていくことで、こ

れらの層の自殺者を減少させることにつなげます。 

 

  

本計画における自殺対策は、国が定める「地域自殺対策政策パッケージ」において

すべての市区町村が共通して取り組むことが望ましいとされている「基本施策」と、

区の自殺の実態を踏まえてまとめた「重点施策」、さらに、本区において既に行われて

いる様々な事業で、自殺対策に関連づけられる「生きる支援の関連施策」で構成され

ています。 

「基本施策」は、地域におけるネットワークの強化や自殺対策を支える人材育成な

ど、地域で自殺対策を推進する上で欠かすことのできない基盤的な取組です。 

一方、「重点施策」は、本区における自殺のハイリスク層である生活困窮者、高齢者

や勤務問題、さらに子ども・若者向け、妊娠期から子育て期までの対策に焦点を絞っ

た取組です。 

また、「生きる支援の関連施策」は、本区において既に行われている様々な事業を、

自殺対策との関連性の視点から捉え直し、「生きることの包括的な支援」につながるよ

う、取組の内容別にまとめたものです。 
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 ₒ  ₓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

≤  

自らの心の不調に気づくことができるよう、うつ病等の精神疾患や自殺に関する正

しい知識の普及啓発を推進することや、身近な人の自殺の危険を示すサインに気づき、

適切な対応を図るために、「ゲートキーパー」の役割を担う人材を養成することが必要

です。 

本区ではこれまで、窓口や電話対応、訪問において区民の方の変化に気づき、適切

な相談機関へつなげるためのゲートキーパー研修を全庁的に行ってきました。また、

区職員・教員のほか、さまざまな団体がゲートキーパー研修を受講している実績も有

しています。 

今後は、一人でも多くの方がゲートキーパーとしての意識を持って身近な人を支え

合うことができるよう、介護関係及び民間事業所職員や一般区民に対するゲートキー

パー研修の実施をさらに進めていく必要があります。 

また、小学生・中学生を対象とした「ＳＯＳの出し方教室」の実施を見据えて、広

く教員を対象とした研修を実施できる体制づくりも検討していく必要があります。 

 

   

自殺対策を総合的に推進するために、庁内各課実施事業と自殺対策との関連性を検

討し、庁内横断的に「ゲートキーパー」の役割を担う人材の育成に取り組んでいきま

す。また、民生委員・児童委員やボランティアなど、地域で活動する人や、団体との

協働を推進し、生きる包括的な支援としての地域づくりを目指します。 

 
⅝╢ ─  

₡  ₢ 

 

 

 

⌐⅔↑╢Ⱡ♇♩꞉כ◒─  

⅝╢↓≤─ ┼─  

₡  ₢ 

≤ 

≤─ ─  

─ ─  

⌐ ╦╢ ─  

ה╙≤ ↑ ─  

⅛╠ ≡ ╕≢─ ╣

─⌂™ ─  
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ἑ ₁⌂ ─כⱤכ◐♩כ◕─≢  

命の門番ともいえる「ゲートキーパー」の役割を担う人材を養成するため、研修会

を幅広い分野で継続して開催するとともに、自殺対策を支える人材の確保、育成、資

質の向上に努めます。様々な分野・対象へゲートキーパー研修会を実施できるよう支

援体制を整えるとともに、民生委員・児童委員やボランティア等に対する教育とゲー

トキーパー研修の機会を充実します。 

また、教員対象の研修は 2013 年（平成 25 年）から主に生活指導教員を対象とし

て実施してきましたが、その他の教員に対しての研修は実施できていないため、今後、

小学生・中学生を対象とした「ＳＯＳの出し方教室」の実施を見据えて、広く教員を

対象とした研修を実施できる体制づくりの検討を進めてまいります。 

  

ἑ ─◘ⱳכ♩ ─  

各種研修の機会を活用し、自殺に関する相談を受ける可能性のある区職員や相談支

援業務従事者等の資質の向上に努めます。 

併せて、相談を受けた区及び関係機関職員や区民の方々のメンタル面でのサポート

と、支援者を支援する体制づくりの検討を進めてまいります。 

 

 

≤  

本区の自殺者数は減少傾向にありながらも増減を繰り返していますが、2017 年

（平成 29 年）は 45 人、自殺死亡率は 21.1 となっており、全国や東京都に比べ高

くなっています。しかし、母数が少ないことから、全体の傾向を見るには、今後の経

過を把握していく必要があります。 

この様な現状に対し、本区においては、自殺対策強化月間等に、自殺や精神疾患に

関する知識を普及啓発するためのパネルやポスターを掲示することに加え、リーフレ

ットや「こころと命のカード」などの配布を行ってきましたが、民間事業所・鉄道関

係・飲食店関係等と連携して配布場所を工夫するなど、啓発グッズ等がより多くの方

の目に留まるようにするための取組が必要です。 

自殺に追い込まれるという危機は、「誰にでも起こり得る危機」であって、その場合

には誰かに援助を求めることが適切です。区民一人ひとりが、自殺や自殺関連事象に

関する誤った認識や偏見を持つことなく、それらのことについて正しく理解し、関心

をさらに深めていくためにも、今後もより一層の普及啓発を実施することが必要です。 
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区民一人ひとりが、自殺に関することを正しく理解し、自殺予防の重要性を認識で

きるよう継続して啓発を進めます。 

 

ἑ ⌐ ∆╢ ─  

広報や各種講演会等を通じて、多くの方に命の大切さや自殺予防の意識を持ってい

ただけるよう、啓発活動を推進します。また、9 月と 3 月の自殺対策強化月間を中心

に、関係団体等と協力し、自殺対策啓発活動を実施します。 

 

ἑ ⌐≈⌂⅜╢ ─  

自殺は失業や生活苦、家族の不和、こころの不調などのさまざまな要因が複雑に絡

み合い、追い込まれた末の死であるといえます。 

このようなＳＯＳのサインに気づいた時に、相談機関に繋げることで自殺を防ぐこ

とができるときもあります。こころと命の相談、精神保健福祉相談、就労相談、民間

の相談機関などとのネットワークによる支援やリーフレット、こころと命のカードの

配付やインターネットによる周知など創意工夫した情報提供を行います。 

 

⌐⅔↑╢Ⱡ♇♩꞉כ◒─  

近年、核家族世帯の増加やライフスタイル、価値観の多様化などから地域住民の交

流の減少や、地域の方々とあまり関わりたくない人の増加が見られ、人間関係や地域

コミュニティが希薄化しています。 

本区では、自殺対策関連の事業として、庁内の横断的な「自殺対策ネットワーク」

づくりに取り組むとともに、医療・保健・福祉・介護・司法・民間団体などのネット

ワークの構築に努めてきました。しかし、ネットワークの構築はまだまだ不十分であ

り、警察署・消防署・ハローワーク・企業等、より広範な関係機関との連携体制を確

立し、多くの関係者による包括的な支援を目指すことが重要です。 

また、区民が自分の周囲で自殺を考えている人の存在に気づき、声をかけ、話を聴

き、必要に応じて適切な相談機関等につなぎ、見守ることができるよう、地域のつな

がりを強化することも重要です。 

 

   

自殺は健康問題・家族問題・勤務問題・経済生活問題などの要因が複雑に関連して

いることから、制度の谷間に置かれしまう人の支援にも配慮しながら、関係機関と連
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携し、区民の状況に応じた包括的な相談支援を目指します。 

また、区民が、自分の周りにいる SOS を発している人の存在に気づき、声をかけ、

必要に応じて適切な相談機関や専門家等につないでいけるよう、関連する支援内容や

相談窓口の周知を図るとともに、孤独を感じている人や悩みを抱えている人等に対す

る相談や声かけ、見守りといったつながりがある地域づくりの形成に努めます。 

 

ἑ Ⱡ♇♩꞉כ◒≤─  

既存の各種ネットワーク会議等と連携し、より広範な関係機関との顔の見える関係

を構築することで、多くの関係者による包括的な支援や地域の繋がりの強化を行って

いきます。 

  

 ἑ ─  

様々な機会を捉え、区の相談窓口のほか、休日夜間にも利用できる電話相談、ＳＮ

Ｓ相談等多様な相談方法があることを区民に情報提供することで、ＳＯＳを発してい

る人の存在に気付いた区民が、必要に応じて適切な相談機関等につないでいけるよう、

相談体制の周知を進めてまいります。 

 

 ἑ ⌐⅔↑╢ ⅛↑⁸ ╡ ─  

自分の周りで心の不調を訴えている人やＳＯＳを発している人の存在に気づき、見

守り、声をかけ合える地域づくりを進めます。そのためには、民生委員や高齢者の見

守りや支援をしている地域包括支援センターが連携を推進してまいります。 

 

⅝╢↓≤─ ┼─  

≤  

「ストレス社会」といわれる現代社会において、こころの病気の発症や自殺の問題

なども取りざたされており、ストレスへの対応は、身体・生命を守るために非常に重

要な課題となっています。 

個人や地域においても、自殺のリスクが高まるのは、自己肯定感や信頼できる人と

の関係が構築できることにより、問題対処能力等の「生きることの背景要因」よりも、

生活困窮や失業や多重債務といった「生きることの阻害要因」が上回った時に人は自

殺に向かってしまうと考えられています。 

そのために、本区では「生きることの阻害要因」を減らすための取組はもちろんの

こと、「生きることの促進要因」を増やすための取組を推進する必要があります。 
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平成 29 年（2017 年）度の区政世論調査によると、心身ともに健康的な生活を送

ることができていると感じる人は５割を超えているものの、そう感じない人も１割を

超えており、一定数の人が健やかに日々の生活が送れていない状況が伺えます。長時

間労働、失業、各種のハラスメント、いじめ、育児や介護疲れなど自殺の原因となり

得る様々な心の負荷について、区民が過剰にストレスを溜め込まずに適切に対処でき

るよう、区民自身の心の不調やストレスへの気づきを促すとともに、ストレスを軽減

するための支援を強化することが必要です。 

また、自殺未遂者支援の対象者は 2018 年（平成 30 年）10 月現在 149 人で、

その半数に過去の自殺未遂歴がある状況となっており、自殺の再企図を防ぐことも求

められます。 

自殺の再企図リスクが高いと判断された人を把握し、精神科受診勧奨・紹介や次の

支援機関へのつなぎを行うことや、大切な人を亡くしたことで悲しみ・苦しみを抱え

ている自殺者の親族等が適切な支援を受けることができるようにするために、様々な

窓口における情報の提供、支援体制の充実を図ることも重要です。 

 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      

「生きることの阻害要因」（自殺のリスク要因）を減らすとともに、「生きることの

促進要因」（生きる喜びを感じられる要因）を増やすという観点から、健康問題・家族

 
ꜝ▬ⱨꜞfi◒  
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問題・生活経済問題などの様々な生きづらさを抱えた方や自殺未遂者への支援とを行

っていきます。 

また、大切な人を亡くし、悲しみ・苦しみを抱えている自死遺族等が、適切な支援

を受けることができるようにすることもあわせて重要であり、各種相談事業による必

要かつ適切な情報の提供を進めます。 

 

 ἑ ↓↓╤─ ≠ↄ╡─  

こころの健康を保つためには、適度な運動、バランスのとれた食生活が基準であり、

十分な睡眠や生きがい、ストレスと上手に付き合うことなどが大切です。ストレスマ

ネジメントや睡眠・休養の重要性について、ホームページや広報など様々な情報媒体

を活用し、普及啓発を図ります。また、各種健診や健康づくりに関する教室を通じて、

こころの健康づくりや様々な困難やストレスへの対処方法について、学習機会の充実

に努めます。 

さらに、区民が体とこころの健康に関する不安や悩み等を、専門医や回復者に相談

を行うことで早期発見に繋げる等、こころの健康づくりを推進して生きることの促進

要因を強化していきます。 

 

ἑ ≤─  

≤ ─√╘─ ─  

本区の自殺未遂者の状況において、精神疾患（うつ病・統合失調症等）が多くみら

れることや、自殺の危機経路でもうつ病の関与が大きいことから、精神科の早期受診

と治療の継続が重要であることが分かりますが、実際には治療に繋げることが難しい

のが実情です。そのため、医療と連携した支援を強化してまいります。 

 

┼─ ⌐ ↑√ ≤─  

救命救急医療機関に搬送された自殺未遂者について、医療機関と連携し、本人の病

状やニーズを把握し、面接や訪問等により、健康管理、福祉サービス、就労や経済的

な支援等を引き続き行ってまいります。 

また、自殺の再企図を防ぐために、自殺未遂者支援連絡会を行い、事例検討会や自

殺対策関連の情報交換を実施することで、多くの医療機関とのネットワークの充実・

強化を図り、自殺の再企図を防ぐための支援の輪を拡げてまいります。 

 

ἑ ┼─ ─  

遺された人の心理的影響を和らげるためにＮＰＯ法人等が実施している各種相談窓

口など、自死遺族への支援に関する情報提供の取組を進めます。 
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具体的には、死亡後の各種届出の際に配布する「死亡届をされた後の諸手続きにつ

いて」に自死遺族の方への情報提供を行うほか、医療機関や警察等と連携した新たな

取組を検討します。また、遺族が抱える相続などについても、専門機関と連携した支

援を行ってまいります。 

  

  

≤ ≤─ ─  

≤  

本区で発生した自殺の原因・動機は、最も高い「健康問題」に次いで、「経済・生活

問題」の割合が高くなっています。特に、男性の割合が高く、会社の倒産や解雇、心

身の不調による退職等、離職に伴い、生活困窮状態になった人や、今後長期離職が続

くなどで、将来的に生活困窮状態に陥ることが「生きることの阻害因子」となる恐れ

もあります。 

生活困窮者は、経済的な問題以外にも、社会や家族からの孤立や心身の不調など複

合的な課題を抱えていることが多いことから、生活困窮者自立支援制度の相談窓口と

連携して、経済・生活問題・就労に関する事業の周知や各種相談機関等へのつなぎ等、

相談体制をより一層強化することが必要です。 

 

   

生活困窮の状態や生活困窮に陥る可能性がある方に対して、就労や法律等の相談窓

口の周知を行うとともに、関係機関との連携を図り、継続的な支援をより一層強化し

ます。 

 

ἑ ┼─ ─  

複雑化・複合化する相談内容に応じて、関係部署や外部機関と密な連携をとりなが

ら、問題を解決に向け、適切な制度や相談機関、窓口につなげていきます。 

また、生活に困窮している方に対し、その困窮状況に応じて必要な保護を行うため、

生活保護や生活困窮者支援事業の対象者の課題を的確に把握し、必要に応じて適切な

制度利用に繋げます。 

 

ἑ └≤╡ ┼─  

ひとり親家庭の生活相談、就労相談、子どもの学費の貸付等の相談を受け、必要に
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応じて庁内外の機関とも連携をはかり、支援を行います。また、様々なニーズを持つ

子どもたちのサポートを行っている子ども応援ネットワークなどの民間団体との連携

を図ります。 

 

─ ─  

≤  

本区の性別・年代別の自殺者の傾向をみると、男性では 60 歳代、70 歳代の自殺

死亡率が東京都・全国に比べ高く、女性においても 60 歳代の自殺死亡率が高い状況

にあります。 

高齢化の進行に伴い、配偶者をはじめとした家族との死別や離別、身体疾患等をき

っかけとした孤立や介護、生活困窮、閉じこもり生活の長期化などの様々な問題の増

加と自殺のリスクが高まる恐れが懸念され、高齢者の自殺を防ぐためには、高齢者本

人を対象にした支援はもちろん、老老介護の問題などを見据えて、高齢者を支える家

族や介護者等の支援者に対する支援も含めた、包括的支援の強化が必要です。 

特に、高齢者のひとり暮らし世帯や高齢者のみの世帯の割合が増加するなか、孤立

させないという観点が重要であり、高齢者を地域や家庭のなかで孤独にさせないため

の見守りを行うとともに、いきいきとしたこころを持続するために高齢者の社会参加

を図る地域での生きがいづくりの仕組みが必要です。 

 

   

高齢者のいきいきとした心を持続するため、高齢者の健康づくりや社会参加を図る

地域での生きがいづくりを進めていきます。 

 

ἑ ┼─ ╛ ╡ ─  

高齢者が、住みなれた地域で安心して生活を継続できるように、介護・福祉・健康・

医療・認知症などの相談・支援を充実します。また、高齢者を地域や家庭のなかで孤

独にさせないための見守りに取組みます。 

 

ἑ ─ ≠ↄ╡╛ ⅝⅜™≠ↄ╡─  

身近な地域で健康づくり・介護予防の取組を支援するとともに、高齢者の地域への

参加活動の促進や居場所づくり等、生きがいを持って暮らせる地域づくりを進めます。 

 

ἑ ┼─  

要介護高齢者等を介護する家族等に対し、適切な介護知識やサービスの適切な利用
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方法等について介護事業者や地域包括支援センターを中心に相談支援体制の充実を図

ります。 

 

⌐ ╦╢ ─  

≤  

本区の自殺者の構成において、男性の 40 ～59 歳有職者の自殺が上位となっており、

その背景には過労や職場の人間関係の悩み、仕事の失敗などの勤務問題が要因の一つ

となっていることがうかがえます。 

こうした中、長時間労働の是正、ワーク・ライフ・バランスの確保、職場のメンタ

ルヘルス対策の普及啓発、相談体制の整備など、職場における支援体制も含めた勤務

問題に対する自殺予防の充実が必要です。また、そのためには企業との自殺対策に関

する連携を進めていく事も求められます。 

 

   

区民が仕事と生活を調和させ、健康で働き続けることのできる社会を実現するため、

ワーク・ライフ・バランスの確保や各種ハラスメントの防止や解決のための啓発や相

談窓口の周知及び情報提供を行っていきます。 

 

ἑ ⌐⅔↑╢ ─  

被雇用者等が問題を抱えたときに相談できる、勤務問題や健康問題に関する相談窓

口の情報提供を行います。 

また、働きやすい職場環境づくりに向け、区民や区内事業所へ、育児や介護の休業

制度やワーク・ライフ・バランスの大切さ、また、職場等でのハラスメント全般に関

する啓発を講演会、情報紙、ホームページなどを通して行います。 

 

ה╙≤ ↑ ─  

≤  

近年、全国的に児童虐待、家庭内暴力、いじめなどの青少年問題が顕在化しており、

子ども・若者層に対する自殺対策も重要となっています。 

全国の年齢階級ごとの死因順位をみると、20 ～30 歳代において自殺が死因の第１

位となっており、若年層の死因に占める自殺の割合は高い状況にあります。また、区
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で実施している自殺未遂者支援の対象者のうち、10 ～30 歳代が４割を占めているな

ど、生きづらさを抱えた若者への支援も必要と考えられます。 

子ども・若者層を取り巻く状況は複雑・多様化しており、地域、学校、職域等の身

近な場所における自殺対策の取組の充実や、生きづらさを抱えた若者が安心して集え

る居場所づくりを進めていく必要があります。 

また、社会において直面する可能性のある様々な困難・ストレスへの対処方法を身

に付けるための子どもに対する教育など、自殺対策に関する教育の実施を進めること

も必要です。 

 

   

学校での人間関係等による様々な困難・ストレスへの対処方法を身に付けるための

教育を推進します。 

また、保護者や教職員が子どもの出したサインについていち早く気づき、受け止め

対処するための啓発・情報提供を進めます。 

 

ἑ ⌐ ∆╢ ─  

学校における自殺予防教育を推進するため、教員が自殺予防教育の必要性を理解し、

ＳＯＳの出し方に関する教育を始めとする実践的な指導方法等を身に付けるための研

修会の受講に努めます。 

 

ἑ ≥╙┼─ ה ╡─  

小中学校の児童・生徒及び保護者からの学習や発達・学校生活に関する相談にきめ

細かく対応していきます。また、いじめアンケートを通じて、学校生活に不安を持っ

ている子どもや不登校になるおそれのある子どもについて把握するとともに、悩みの

解消に努めます。 

 

ἑ ↑─ ─  

「お金のこと」「就職のこと」「障がいのこと」「ひきこもり」「ニート」等の様々な

問題が複雑化・複合化した際に困りごとについてのひきこもり・発達障がいの相談、

若者の就労相談を充実し、問題が解決できるよう関係機関との連携・強化を図ります。 

若年世代の自殺予防相談事業は、昨今のＳＮＳによる事件があり、社会の関心を集

めている事業ですが、生きづらさを抱えた若者が安心して集える「居場所づくり」の

検討を進めてまいります。 
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ἑ ╩ ⌐∆╢ ⅝⅛↑╛ ┘─  

こころの健康づくりや様々な困難やストレスへの対処方法について学習機会を充実

し、自殺の要因となる危機を減らすきっかけづくりにつなげていきます。そのために

は、教員への情報提供を積極的に行い、ＳＯＳの出し方教室の実施に向けた取組を進

めてまいります。 

 

⅛╠ ≡ ╕≢─ ╣ ─⌂™ ─  

≤  

東京都 23 区の妊産婦の異常死の実態調査（出展：厚労科研「妊産婦の自殺―その

実態」）によると、妊産婦死亡の一位は自殺であり、妊産婦の自殺が多い時期は妊娠 2

～3 か月と産後 3 ～４か月となっています。妊産婦で自殺した方のうち約半数に精神

疾患があったと報告されています。 

荒川区における特定妊婦は年々増加しており、特定妊婦となった理由として、ここ 

ろの健康相談歴がある、次いで経済不安などの問題を抱えていました。 

 

 

 

 

    

 

 

 

   

≤│ ─ ─ ╛ ─ ─ ╖╩ ⅎ╢

⌂≥⁸ ╩ ⌐ ≤∆╢ ╩™™╕∆⁹ 
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特定妊婦を早期に把握し、医療機関をはじめとする各関係機関と連携して支援して 

まいります。また、子育て世代が抱える問題として、子育ての悩み・産後うつ・虐待・

ＤＶなどにより 孤立した環境で生活している家族に対しては、医療・福祉・子育て

支援機関と連携することで、自殺を予防するための相談や啓発活動を進めてまいりま

す。 

 

ủ ה ≡ ╦⅛╠№ה↔⅛╡╝  

平成 31 年度（2019 年度）から、妊産婦の全数面接を行い「周産期うつの予防」

を支援し、妊産婦の自殺予防につなげます。 

また、「子育て世代包括支援センター」の設置等により、妊娠期から子育て期の切れ

目ない支援を行い、不安や悩みを抱え、孤立しがちな世帯への支援を行います。 
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 ⅝╢ ─  

本区において既に行われている様々な事業について、自殺対策との関連性の視点か

ら、取組の内容別に分類しました。 

なお、下記一覧には、既に自殺対策と関連させて取り組んでいる事業に加え、今後

自殺対策と関連させられる可能性のある事業も記載しています。 
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≈™≡⁸ ─

⌐⅔↑╢ ╩ →╢⁹ 

⅜ ⇔≡™╢ ─ ⌐

≥╙≤ ╣╢ ⅜≢⅝╢↓≤⌐╟

╡⁸ ─ ╩ ≢⅝╢ ╩ ╢

↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 

4  

╩ ∂≡⁸ ⌂

╛ ⁸ ≤ ⌂

≥─ ╩ ℮⁹ ⌐ √∫

≡│ ⁸ ⌂ ─

┘ ≤─ ⌂ ⌐

╟∫≡ ╩ ∆╢⁹ 

₈ ⅎ╢ ₉₈ ∆╢ ₉─

⌐╟╡⁸ ⌂ ╩ ℮ ≢⁸

╩ ↄ ≈╘⁸ ⌂ ─

⌐⅔™≡╙⁸ ─ ≤⇔≡

≤ ⅝ ™ ∆╢ ╩ ⌐ ↑╢↓

≤⅜ ≢⅝╢⁹ 
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5 
┼─ 

 

6 ≤ 11 ─┤╣№™ ╩

∆╢↓≤⌐╟╡⁸™∂╘╛

─ ╩ ∆╢≤≤╙⌐⁸

⌐ ╩ ∆

╢↓≤≢⁸ ─ ╩∆╢⁹ 

⌐⅔™≡ ⇔⁸ ╩ ℮

↓≤⌐╟╡⁸™∂╘╛ ─

⁸ ה ⌐≈⌂→⁸

─ ⌐≈⌂→╢⁹ 

☿fi♃כ 

6 
₈ ≥╙─

╖ 110 ₉─  

™∂╘ ─ ─ ─ ≈≤

⇔≡⁸ⱨꜞ₈╢╟⌐ꜟꜘ▬♄כ

≥╙ ╖ ₉╩ ∆╢⁹ 

™∂╘⁸ ⁸ ⁸

⁸↓↓╤─ ╖╛ ⁸ ™≡╒

⇔™↓≤⁸ ⇔√™↓≤⁸ ₁⌂

⌐ ∂╢↓≤≢ ⌐≈⌂→╢⁹ 

☿fi♃כ 

7 

⌐╟

╢ ┼─

 

ה ה ┼

╩ ↕∑⁸ ⁸™

∂╘⁸ ⁸ ⅜™⁸

⅜™ ─√╘─ ╩ ℮⁹ 

≤ ╩ ℮↓≤╛⁸

⌐ ⇔⁸ ≥╙─ ╩

ↄ ∆╢↓≤╛◌►fi☿ꜞfi

◓⌐╟╡⁸ ≥╙─ ⌐≈™≡∆←

⌐ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

☿fi♃כ 

8 
⌐ 

╟╢  

≥╙╩ ╡ ↄ ─

╛ ≤─ ╩ ™⁸

≥╙≤∕─ ⁸ ─ ╩

℮⁹ 

⅛╠ ≥╙─ ╛

⌐≈™≡ ╩ ↑√ ⌐⁸ ┼

☻כ◔⁸⇔ ⌐ ⇔⁸ ≥╙

⌐≤∫≡⁸ ⇔≡ ↔∑╢ ╩≈

ↄ╢ ╩ ℮↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

☿fi♃כ 

 

[ ] ⅛╠ ≡ ╕≢─ ╣ ─⌂™ ─  

     

1 
        ╦⅛╠№ה↔⅛╡╝

 

╩ ⇔√ ⌐ ⇔≡

ה ⅜ ╩ ™⁸

╝╡⅛↔ⱪꜝfi╩ ⇔⁸

⅛╠─ ╣ ⌂™ ╩ ℮⁹ 

⁸ ⌐ ∫≡ ↓╡╛∆™

℮≈ ─ ⌐⁸ ╣ ⌂™

│ ≢⁸ ≤─ ╙

™⁹ 

 

2  

┘ ┼─

╩ ⇔⁸ ⁸₈ ℮≈

₉╩ fi♬כꜞ◒☻⁸≡™

◓╩ ™⁸ ℮≈ ─

ה ╩ ℮⁹ 

─ ⅜℮≈ ⌐№╡⁸

╛ ⌐≈⌂←⌂≥ⱨ◊꜡כ

╩ ∫≡™╢⁹ ⌐ ╙№╡⁸

≤─ ⅜ ™⁹ 

 

3 
ⱴⱴ─↓↓╤─   

 

⁸ ╖⅜∟⌐⌂╢⁸ ⅜

∟ ⅛⌂™ ⁸ ™⅔ ↕╪⅜

╢ ─↓↓╤─ ⌐

⅜ ∂╢⁹ 

─ ⁸ ─ ⁸ ─ꜞ

☻◒⅜ ™ │⁸ ┼

─ ╛ ╩ ╘√╡⁸ ≡ ⌐

≢⅝╢ ⌐≈™≡

⇔⁸ ┼≈⌂→≡™╢⁹ 
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4 

∆═≡─

╩ ⇔√ ─

ⱷfi♃ꜟⱫꜟ☻◔▪ 

≡ ☿fi♃כ

⁸ ה ⁸

⁸ ה ─ⱷ

fi♃ꜟⱫꜟ☻ ⁸

ה ⁸

⁸ ⁸ ↕

ↄ ╕╣√ ∟╚╪─ ⁸ ≡

Ɫ♇Ⱨכ ⁸ ┼─

⁸╩ ∆╢⁹ 

⁸ ⌐≤╙⌂∫≡ ↓╡╛∆™

℮≈ ─ ⌐ ╣ ⌂™

│ ≢⁸ ≤─ ╙

™⁹ 

 

 

[ ה ─ ⅝╢ ─ ]  

     

1  

כ♃כⱠ▫♦כ◖™╦⅞⌐

⅜ ╛ ⅛╠

─ ╛ ─

─ ╩ ℮⁹ 

─ꜞ☻◒╩ ⅎ√ ⅜™√

⅜כ♃כⱠ▫♦כ◖⁸⌐ ⌂

⌐≈⌂← ⁸ ≠⅝ ≤⇔≡─ ╩

ⅎ╢╟℮⌐⌂╢ ⅜№╢⁹ 

 

2 
№┤╣╢ 

≠ↄ╡  

╠╪┴ כⱠ▫♦כ◖

כ♃ ⅜ ⅛

╠─ ╛ ─

─ ╩ ℮⁹ 

─ꜞ☻◒╩ ⅎ√ ⅜™√

⅜כ♃כⱠ▫♦כ◖⁸⌐ ⌂

⌐≈⌂← ⁸ ≠⅝ ≤⇔≡─ ╩

ⅎ╢╟℮⌐⌂╢ ⅜№╢⁹ 

 

3 

⌂

─ ⌐ ∆╢

⌐ ≠ↄ ה

 

│ ┘∕─ ╩

⌐╟╡ ™╦╝

╢↔╖ ⌐⇔≡™╢ ⌐

⇔≡⁸ ─ ╛ ─

╩ ℮⁹ 

↔╖ ─╟℮⌂ ╩ ™≡™╢

⌐≈™≡│⁸ ⌐ ⌂ ⅜

№╢ ╙№╡⁸╕√⁸ ≢⅝╢╟

℮⌂ ⅜ ⌐™⌂™ ╙

↕╣⁸ ╛ ⌐ ⅜╢ꜞ☻◒⅜

™╙─≤ ⅎ╠╣╢√╘⁸↓─╟℮

⌂ ─ ⅜ ∫√ ⌐│⁸

╛ ≤╙ ╩ ╡⌂⅜╠

⇔≡™ↄ ⅜№╢⁹ 

 

4 

⌐

╟╢ ☻ⱦכ◘

 

⅜™⁸ ⅜™⁸

⅜™⁸ ─ ╩ ⌐

┘ ╩ ⌐ ∆

╢⁹ 

─ ⌐ ╢ ה ה ה

╩ ∂≡⁸ ⅎ≡™╢ ╩

⇔√ ⌐⁸ ⌂ ⌐ →╢↓≤⅜

≢⅝╢⁹ 

 

5 
⅜™ ─

 

☿fi♃ה▪ꜞ♀▪כ▪◒꜡☻

№╠⅛╦⌐⅔™≡⁸ כ◘

ⱦ☻ ╩ ∆╢ ⅜™ ⌐

☻ⱦכ◘⁸⇔ ─

┘ ─⸗♬♃ꜞfi◓ ╩

┘ ⅛╠ ↑√ ─

⅛╠⁸ ꜞ☻◒⅜ ↕╣╢ ⌐

│⁸ ┼─ ┘

╩ ╡ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 
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∂≡ ┘ ╩

∆╢⁹ 

6 
⌐ ╢ 

─  

│⁸ ≤⇔≡

─ ⌐⌂╠⌂™⅜⁸ ⅜

№╢ │⁸ ≢ ≢⅝╢

↓≤⌐⌂∫≡™╢⁹⇔⅛⇔⁸

≢ ⅜⌂ↄ⁸ ⌐≈

™≡ ⅜≢⅝⌂™ ⌐│⁸

─ ╩⅔ ™⇔≡™╢⁹ 

⌐╟╢ ┘↔

⅜ ⌐⅛⅛╢ ─

⅜№∫√ ⌐⁸ ─ ╩

℮⁹  

7 
⌐ ∆╢

 

─ ≤⇔≡⁸

≢ ∆╢ ⌐

⌐╟╢ ╩ ∆╢⁹ 

╩ ∆╢ ⌐

─ ╩ ℮⁹ 
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第 章    ᾍ ǵ ̱Ѱ  

 

 

  

自殺対策は、区民・地域・関係機関・民間団体・企業・学校・行政等がそれぞれの

役割を果たし、相互に連携・協働して取り組むことが必要です。 

関係機関等で構成する自殺予防実務担当者連絡会・自殺未遂者支援連絡会・精神保

健福祉ネットワーク会議において、連携強化を図るとともに、自殺対策を総合的・効

果的に推進できる体制を整えます。 

また、庁内での自殺対策の推進体制を確立するため、庁内関係部署が関連施策との

有機的な連携を図り、計画に沿った事業・取組を着実に推進します。 

 

 

  

計画期間中は、地域で精神保健福祉活動を行う機関や団体等で構成する精神保健福

祉連絡協議会において、事業・取組についての適切な進行管理を行います。 

具体的には、庁内関係部署が実施する事業・取組の推進状況等を確認・評価し、Ｐ

ＤＣＡサイクルにより、その状況に応じて事業・取組を適宜改善等していきます。 
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  Ί   

  ┘ Ί   

  Ί   

  Ί   

  

    

  

  ↓─ │⁸ ⁸ ⅜ ⌐⅔™≡ ⌐╟╢ ⅜ ™ ≢  

⇔≡™╢ ⌐№╡⁸ ╙ ⌐ ™ ╕╣╢↓≤─⌂™ ─ ╩ ⇔≡⁸ 

↓╣⌐ ⇔≡™ↄ↓≤⅜ ⌂ ≤⌂∫≡™╢↓≤⌐ ╖⁸ ⌐ ⇔⁸ 

╩ ╘⁸ ┘ ⁸ ─ ╩ ╠⅛⌐∆╢≤≤╙⌐⁸  

─ ≤⌂╢ ╩ ╘╢↓≤ ⌐╟╡⁸ ╩ ⌐ ⇔≡⁸  

─ ╩ ╡⁸№╦∑≡ ─ ─ ─ ╩ ╡⁸╙∫≡ ⅜  

≢ ⅝⅜™╩ ∫≡ ╠∆↓≤─≢⅝╢ ─ ⌐ ∆╢↓≤╩ ≤∆ 

╢⁹  

  

  │⁸ ⅝╢↓≤─ ⌂ ≤⇔≡⁸ ≡─ ⅜⅛↑⅜ⅎ─⌂ 

™ ≤⇔≡ ↕╣╢≤≤╙⌐⁸ ⅝╢ ╩ ≤⇔≡ ⅝⅜™╛ ╩ ∫ 

≡ ╠∆↓≤⅜≢⅝╢╟℮⁸∕─ →≤⌂╢ ─ ⌐ ∆╢√╘─ ≤ 

∕╣╩ ⅎ⅛≈ ∆╢√╘─ ─ ⅜ ↄ⅛≈ ⌐ ╠╣╢↓≤ 

╩ ≤⇔≡⁸ ↕╣⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹  

  │⁸ ⅜ ⌂ ≤⇔≡─╖ ⅎ╠╣╢═⅝╙─≢│⌂ↄ⁸∕ 

─ ⌐ ₁⌂ ⌂ ⅜№╢↓≤╩ ╕ⅎ⁸ ⌂ ≤⇔≡ ↕╣ 

⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹  

  │⁸ ⅜ ⅛≈ ⌂ ┘ ╩ ∆╢╙─≢№╢↓≤╩ 

╕ⅎ⁸ ⌐ ⅛╠─╖⌂╠∏⁸ ─ ⌐ ⇔≡ ↕╣╢╟ 

℮⌐⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹  

  │⁸ ─ ⁸ ─ ┼─ ┘ ⅜ ⇔√  

│ ⅜ ⌐ ╦∫√ ─ ─ ⌐ ∂√ ⌂ ≤⇔≡  

↕╣⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹  

  │⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ∕─ ─ ≤─ ⌂  

⅜ ╠╣⁸ ⌐ ↕╣⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹  

┘ ─   

  │⁸ ─ ⌐⅔™≡₈ ₉≤™℮⁹ ⌐─∫≤╡⁸ 
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╩ ⌐ ⇔⁸ ┘ ∆╢ ╩ ∆╢⁹  

  │⁸ ⌐─∫≤╡⁸ ⌐≈™≡⁸ ≤ ⇔≈≈⁸ 

─ ⌐ ∂√ ╩ ⇔⁸ ┘ ∆╢ ╩ ∆╢⁹  

  │⁸ ⌐ ⇔⁸ ─ ⅜ ⌐ √↕╣╢╟℮⌐ ⌂  

∕─ ─ ╩ ℮╙─≤∆╢⁹  

─   

  │⁸ ┘ ⅜ ∆╢ ⌐ ∆╢≤≤╙⌐⁸ 

∕─ ∆╢ ─ ─ ─ ╩ ╢√╘ ⌂ ╩ ∏╢╟℮ ╘╢ 

╙─≤∆╢⁹  

─   

  │⁸ ⅝╢↓≤─ ⌂ ≤⇔≡─ ─ ⌐ ∆╢  

≤ ╩ ╘╢╟℮ ╘╢╙─≤∆╢⁹  

─ ─   

  ┘ │⁸ ⁸ ╩ ∂≡⁸ ⌐ ∆ 

╢ ─ ╩ ╘╢╟℮ ⌂ ╩ ∏╢╙─≤∆╢⁹  

┘   

  ─ ⌐ ↄ ─ ⌐ ∆╢ ≤ ╩ ╘╢≤≤╙⌐⁸ 

─ ⌂ ⌐ ∆╢√╘⁸ ┘ ╩  

↑╢⁹  

  │ ⅛╠ ╕≢≤⇔⁸ │ ≤ 

∆╢⁹  

  ┘ │⁸ ⌐⅔™≡│⁸ ╩ ↄ ∆╢╙ 

─≤⇔⁸∕╣⌐┤↕╦⇔™ ╩ ∆╢╟℮ ╘╢╙─≤∆╢⁹  

  ┘ │⁸ ⌐⅔™≡│⁸ ╩ ⌐  

∆╢╙─≤⇔⁸ ┘ ≤ ⌐ ╩ ╡⌂⅜╠⁸  

∕─ ∕╣⌐┤↕╦⇔™ ╩ ∆╢╟℮ ╘╢╙─≤∆╢⁹  

─   

  ⁸ ⁸ ⁸ ⁸  

⌐ ∆╢ ╩™™⁸ ┘ ─  

╩ ↄ⁹ ┘ ⌐⅔™≡ ∂⁹⁸ ⌐ ╢ ╩ 

℮ ─ ∕─ ─ │⁸ ─ ⅛≈ ⌂ ─√╘⁸ 

⌐ ╩ ╡⌂⅜╠ ∆╢╙─≤∆╢⁹  

┘ ─ ┼─   

  ─ ⌐ √∫≡│⁸ ┘ ┘⌐∕╣╠─ ─ 

─ ┘ ─ ⌐ ⇔⁸™╛⇔ↄ╙↓╣╠╩ ⌐ ∆╢ 

↓≤─⌂™╟℮⌐⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹  

─   

  │⁸↓─ ─ ╩ ∆╢√╘⁸ ⌂ │ ─  

∕─ ─ ╩ ∂⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹  

  

  │⁸ ⁸ ⌐⁸ ⅜ ⌐⅔↑╢ ─ ┘ ∂√  
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⌐ ∆╢ ╩ ⇔⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹  

  ┘   

  

  │⁸ ⅜ ∆═⅝ ─ ≤⇔≡⁸ ⅛≈ ⌂ 

─ ┘ ⌐⅔™≡₈ ₉ 

≤™℮⁹ ╩ ╘⌂↑╣┌⌂╠⌂™⁹  

  

  │⁸ ┘ ─ ╩ ⇔≡⁸  

─ ⌐⅔↑╢ ⌐≈™≡─ ┘ ⌐⅔™≡₈  

₉≤™℮⁹ ╩ ╘╢╙─≤∆╢⁹  

  │⁸ ┘ ┘⌐ ─ ╩  

⇔≡⁸ ─ ⌐⅔↑╢ ⌐≈™≡─ ⌐⅔™≡ 

₈ ₉≤™℮⁹ ╩ ╘╢╙─≤∆╢⁹  

┘ ⌐ ∆╢ ─   

  │⁸ │ ⌐ ≠™≡  

─ ⌐ ∂√ ─√╘⌐ ⌂ ⁸∕─ ⅛≈ ⌂  

╩ ∆╢ │ ⌐ ⇔⁸ ─ ⌐ ∆╢ ⌐ ≡╢ 

√╘⁸ ↕╣╢ ─ ∕─ ─ ╩ ⇔≡⁸ ≢ ╘ 

╢≤↓╤⌐╟╡⁸ ─ ≢⁸ ╩ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹  

    

─ ┘ ─   

  ┘ │⁸ ─ ⅛≈ ⌂ ⌐ ∆╢√ 

╘⁸ ─ ⁸ ─ ⁸ ─ ─ ─ ╡ ⁸ ─ ⌐  

∂√ ─ ╡ ⁸ ─ ─ │ ─ ─ ⌐≈™ 

≡─ ┘ ┘⌐∕─ ─ ╩ ∆╢≤≤╙⌐⁸ ⌐≈ 

™≡⁸ ⌂ ⌐ ∆╢ ∕─ ─ ─ ⁸ ┘ ╩ ℮╙─ 

≤∆╢⁹  

  ┘ │⁸ ─ ─ ⅛≈ ⌂ ⌐ ∆╢√╘─  

─ ╩ ℮╙─≤∆╢⁹  

─   

  ┘ │⁸ ⁸ ⁸ ≤─ ╩  

╡⌂⅜╠⁸ ⌐ ╢ ─ ⁸ ┘ ─ ⌐ ⌂ ╩ ∏ 

╢╙─≤∆╢⁹  

─ ─ ⌐ ╢ ┘ ─   

  ┘ │⁸ ⁸ ⁸ ⌐⅔↑╢ ─ ─ ─ 

⌐ ╢ ┘ ─ ┘⌐ ─ ⁸ ⁸ ─  

⌐ ∆╢ ─ ─ ─ ⌐ ∆╢ ─ ─ ⌂ ╩ ∏╢ 

╙─≤∆╢⁹  

  ┘ │⁸ ─ ≢ ┘ ⌐ ╢╙─╩ ∏ 

╢⌐ √∫≡│⁸ ┘ ⌐⅔↑╢ ─ ⌐ ⇔⌂↑╣┌⌂ 

╠⌂™⁹  
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  │⁸ ⌐ ∆╢ ⁸ ─ ⁸ ∕─ ─  

≤─ ╩ ╡≈≈⁸ ⌐ ∆╢ ⁸ ⌐ ⇔⁸ ⅜⅛↑⅜ⅎ 

─⌂™ ≤⇔≡ ⌐ ⇔ ™⌂⅜╠ ⅝≡™ↄ↓≤⌐≈™≡─ ─ ⅛ 

╪ ⌐ ∆╢ │ ⁸ ⌂ ⁸ ™ ╩ ↑√ ⌐ 

⅔↑╢ ─ ╩ ⌐ ↑╢ ─√╘─ │ ∕─ ⌐ ∆ 

╢ ⁸ ─ ─ ─ ⌐ ╢ │ ╩ ℮╟℮ ╘╢╙─≤∆ 

╢⁹  

─   

  ┘ │⁸ ─ ─ ⌐ ╩ ∂≡™╢↓≤⌐╟╡ 

─⅔∕╣⅜№╢ ⌐ ⇔ ⌂ ⅜ ⅛≈ ⌐ ↕╣╢╟℮⁸  

╩ ∆╢ ⅜ ⌐ ⇔≡ ╩ ∆╢ ↓─ ⌐⅔™≡ 

₈ ₉≤™℮⁹ ─ ╩ ↑╛∆™ ─ ⁸ ⅛≈ ⌂  

⅜ ↕╣╢ ─ ⁸ ─ │ ⌐≈™≡─ ─ ─ ⌐ 

⅔↑╢ ╩ ℮ ≤ ≤─ ⌂ ─ ⁸ ╩ ℮  

≤ ≤─ ⌂ ─ ⁸ ≤∕─ ⌐⅔™≡ ⌐  

╢ ╩ ℮∕─ ─ ⁸ ⌐ ∆╢ ⁸ ─ ─  

≤─ ⌂ ─ ⌂ ╩ ∏╢╙─≤∆╢⁹  

─√╘─ ─   

  ┘ │⁸ ╩∆╢ ⅜ ™ ╩ ⌐ ⇔⁸  

 ∕─ ─ ─ ╩ ∆╢√╘─ ⌂ ╩ ℮ ─ ┘ ⌐ 

 ⌂ ╩ ∏╢╙─≤∆╢⁹  

─   

  ┘ │⁸ ⅜ ┘ ╩ ╢↓≤─⌂™╟℮⁸ 

┼─ ⌂ ╩ ℮√╘⌐ ⌂ ╩ ∏╢╙─≤∆╢⁹  

─ ─   

  ┘ │⁸ │ ⅜ │ ─ 

⌐ ╓∆ ⌂ ⅜ ↕╣╢╟℮⁸ ┼─ ⌂  

╩ ℮√╘⌐ ⌂ ╩ ∏╢╙─≤∆╢⁹  

─ ─   

  ┘ │⁸ ─ ⅜ ℮ ─ ⁸ ─  

─ ⌐ ∆╢ ╩ ∆╢√╘⁸ ⁸ ─ ∕─ ─ ⌂  

╩ ∏╢╙─≤∆╢⁹  

    

┘   

  ⌐⁸ ─ ≤⇔≡⁸ ₈ ₉ 

≤™℮⁹ ╩ ↄ⁹  

  │⁸ ⌐ →╢ ╩≈⅛↕≥╢⁹  

  ─ ╩ ∆╢↓≤⁹  

  ⌐≈™≡ ⌂ ─ ╩∆╢↓≤⁹  

  ⌐ →╢╙──╒⅛⁸ ⌐ ∆╢ ⌐≈™≡ ⇔⁸  

 ┘ ─ ╩ ∆╢↓≤⁹  
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─   

  │⁸ ┘ ╩╙∫≡ ∆╢⁹  

  │⁸ ╩╙∫≡ ≡╢⁹  

  │⁸ ─ ─℮∟⅛╠⁸ ─ ⌐╟╡⁸ 

⅜ ∆╢ ╩╙∫≡ ≡╢⁹  

  ⌐⁸ ╩ ↄ⁹  

  │⁸ ─ ─℮∟⅛╠⁸ ⅜ ∆╢⁹  

  │⁸ ─ ⌐≈™≡⁸ ┘ ╩ ↑╢⁹  

  ⌐ ╘╢╙──╒⅛⁸ ─ ┘ ⌐ ⇔ ⌂ │⁸ ≢  

╘╢⁹  

⌂ ─   

  ⌐ ╘╢╙──╒⅛⁸ │⁸ ╩ ∆╢⌐≈⅝⁸  

⌂ ─ ╩ ╢╙─≤∆╢⁹ 

 

1 ↓─ │⁸ ⅛╠ ∆╢⁹        
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29 7 25  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 28 ─ ╩ ↑⁸ 29 7 ⌐ ⅜ ↕╣√⁹

꜠ⱬꜟ─ ⌂ ─ ⌂╢ ⁸ ─ ⁸ ⌐╟╢ ─ ⌂╢

⁸ ─ ⅜ ↕╣√⁹ │⁸ ─ ≢№╢⁹ 
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 ─  

（1 ） 自殺対策及び精神保健福祉関係会議 

 

 開催日 会議名 議事内容 

 

 

2019 年（平成 31

年）2 月 20 日 

精神保健福祉 

ネットワーク会議 

◆日本の自殺対策と自治体が取り組むべき課題 

◆荒川区の自殺対策事業と計画策定の経過報告 

◆グループワーク 

 

 

 

2019 年（平成 31

年）2 月 21 日 

荒川区精神保健 

福祉連絡協議会 

◆「国と都の自殺の現状と今後の対策について」 

◆警察署における自殺既遂者と未遂者への対応

と課題 

◆消防署における自殺既遂者と未遂者への対応

と課題 

◆荒川区の自殺対策事業の現状と課題について 

 

 

2019 年（令和元年）

5 月 16 日 

第１回自殺対策 

実務担当者連絡会 

◆自殺の現状と荒川区の自殺対策事業説明 

◆自殺対策計画策定について 

◆各課に棚卸調査についての協力依頼 

 

 

 

2019 年（令和元年） 

7 月 2 日 

第１回荒川区自殺

対策計画検討会 

◆荒川区自殺対策計画策定に向けた取組につい   

 て 

◆荒川区自殺対策計画策定（素案）の説明 

◆策定スケジュールについて 

 

 

 

2019 年（令和元年） 

8 月 29 日 

荒川区自立支援 

協議会 

◆荒川区自殺対策計画策定に向けた取組につい 

 て 

◆荒川区自殺対策計画策定（素案）の説明 

◆策定スケジュールについて 

 

 

2019 年（令和元年） 

9 月１日～17 日 

パブリック・コメ

ント（意見公募） 

   の実施 

◆公募期間 17 日間 

◆意見件数  ５件 

 

 

2019 年（令和元年） 

9 月 17 日 

第 2 回自殺対策 

実務担当者連絡会 

◆荒川区自殺対策策定（素案）について 

◆各課実施事業と自殺対策との関連性の情報共

有について 

 

 

2019 年（令和元年） 

10 月 2 日 

第 2 回荒川区自殺 

対策計画検討会 

◆荒川区自殺対策計画（案）について 

◆パブリック・コメント（意見公募）の結果報告 

◆今後のスケジュールについて 

 

 

2019 年（令和元年） 

10 月 11 日 

自殺未遂者 

支援連絡会 

◆荒川区自殺対策計画（案）について 

◆パブリック・コメント（意見公募）の結果報告 

◆今後のスケジュールについて 
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（２）荒川区自殺対策計画策定検討会の委員名簿 

 

区   分 所  属  等 氏  名 

 

学識経験者 

東京福祉大学心理学部長教授 鈴木 康明 

首都大学健康福祉学部准教授 廣川 聖子 

法律関係者 自死遺族支援弁護団（弁護士） 和泉 貴士 

医療関係者 
荒川区医師会（精神科医）  井上 雄一 

日本医科大学（精神保健福祉士） 大高 靖史 

荒川区 福祉部長 片岡 孝 
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 パブリックコメント（意見公募）の実施結果について 

 

（１） 募集期間 

令和元年９月１日～令和元年９月１７日（１７日間） 

 

（２） 実施方法 

荒川区自殺対策計画（素案）を障害者福祉課、区役所地下１階情報提供コーナーにおいて

閲覧に供するとともに、荒川区ホームページに掲載しました。また、令和元年９月１日発行

のあらかわ区報でパブリックコメントを周知しました。 

 

（３） 意見提出数 

４人（５件） 区民 2 人・区内在勤２人 

 

（４） 意見の概要及び意見に対する区の考え方 

※計画への反映 

◎：新たに記載・修正・・・・・・・・１件 

○：既に記載・・・・・・・・・・・・４件 

 

№ 分野 意見の概要 区の考え方 ※ 

１ 自殺対策

全般 

人生で自殺を選択せざるを得

なかった人々は、様々な心の闇

と戦った末の出来事であった

と、誠に遺憾に思っている。 

荒川区では、あらゆる分野か

ら探って、自殺対策の取組をし

ており、行政の力に大いに期待

している。 

人が自らの命を絶とうとする背景

には、健康問題・家族問題・経済問

題などが複雑に絡み合っています。 

区は、本計画で掲げた生きること

を支えるための取組を包括的に推進

することで、誰もが健康で生きがい

を持ちながら生活を営み、生きる喜

びを実感することができる地域社会

の実現を目指してまいります。 

○ 

２ 自殺対策

全般 

荒川区はこれまでの自殺対策

の取組により、全国・都と同様

に自殺死亡率を 7 年間で７％低

下をさせている。この効果は自

殺対策事業 8 項目を推進したこ

とが寄与していると考える。 

今回、自殺対策計画の素案の

基本施策、重点施策に優先順位

をつけて取り組んでいただき、

自殺率を低下させることを期待

する。 

区が今後取組むべき基本施策と重

点施策につきましては、全庁的な取

組はもちろんのこと、関係機関等と

連携強化を図り、総合的・効果的に

推進できる体制を整えます。 

また、地域で精神保健福祉活動を

行う機関・団体等で構成する精神保

健福祉連絡協議会の場を活用し、Ｐ

ＤＣＡサイクルによる適切な進行管

理を行います。 

  

◎ 
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３ 人材育成 自殺対策の担い手であるゲー

トキーパー研修について、受講

者数を増やすための工夫が必要

ではないか。 

ゲートキーパー研修は、これまで

区職員や様々な団体等を対象に実施

してきました。 

これまでに約 4,000 人の方に受

講していただいており、さらに多く

の方に受講していただけるよう、民

生委員・児童委員やボランティアな

ど、地域で活動する人や団体等との

協働を推進するなど、ゲートキーパ

ー研修の機会を拡充します。 

○ 

４ 普及啓発 荒川区の自殺対策の方向性が

分かりやすく、多くの関連施策

があることが分かった。 

自殺しようと悩んでいる人

が、区のホームページから検索

できるようにすることで、いろ

いろな相談機関があることを簡

単に探すことが、自殺対策にも

重要であると考える。 

区のホームページから、悩みに応

じた荒川区及び全国の相談窓口を検

索することができるようにしていま

す。 

今後とも、区民の方への相談窓口

が分かりやすく検索できるよう、ホ

ームページの充実を図ってまいりま

す。 

○ 

５ 子ども・

若者向け

自殺対策

の推進 

 

全体の自殺者数は減っている

のに、若者の自殺者数は横ばい

状態が続いているという現状で

あるが、若者が相談しやすい事

業とするための創意工夫や新た

な事業を積極的に取り組んで欲

しい。 

行政の相談に繋がりにくい傾向が

ある、生きづらさを抱えた若者が相

談しやすいよう、メール等を活用し

た相談方法と、夜間や休日に相談が

できる体制を整えるため、若年世代

の自殺予防相談事業をＮＰＯ法人Ｂ

ＯＮＤプロジェクトに委託して実施

しています。 

 今後は生きづらさを抱えた若者が

安心して集える「居場所づくり」の

検討なども進めてまいります。 

○ 
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